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特集公共調達の発展に向けて

1.　はじめに

平成 17 年の「公共工事の品質確保の促進に関
する法律（品確法）」成立を契機として，一般競
争入札・総合評価落札方式の適用拡大が進み，国
土交通省直轄工事の大部分で一般競争入札・総合
評価落札方式が適用されている。一方，平成 26
年の品確法改正により，仕様の確定が困難な工事
に対し，技術提案の審査及び価格等の交渉により
仕様を確定し，予定価格を定めることを可能とす

る「技術提案の審査及び価格等の交渉による方式」
（以下，「技術提案・交渉方式」という）が新たに
規定された。
技術提案・交渉方式は，発注者が仕様を確定で
きない工事，または発注者が仕様の前提条件を確
定できない工事において，設計段階から施工者の
知見を取り入れることにより，プロセス改善や施
工者の技術提案活用の効果等が期待できる方式で
あり，施工者自身が設計する「設計交渉・施工タ
イプ」，別契約の設計者に対して施工者が技術協
力を行う「技術協力・施工タイプ」の 2種類が現
在適用されている（図－ 1）。
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技術提案・交渉方式の現状と
改善に向けて

（b）　技術協力・施工タイプ

（a）　設計交渉・施工タイプ

図－ 1　技術提案・交渉方式の契約タイプ
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令和 6年 3月末現在，国土交通省直轄工事では
計 38 件の技術提案・交渉方式の適用が確認され
ている。制度開始当初は大規模な事業への適用が
主であったものの，近年は高度な技術力が必要と
なる橋梁補修等の金額規模が小さい工事への適用
も増加しており，維持修繕工事（耐震補強・解体
等含む）で計 14 件の適用がされている。
このように技術提案・交渉方式の活用は着実に
増えてきており効果が確認されているものの，さ
らなる適用拡大に向け，課題の把握・改善が必要
である。
本稿では，技術提案・交渉方式を適用した効果
事例を紹介した上で，ヒアリング等により把握し
た課題及び課題に対する対応方針について報告す
る。

2.　技術提案・交渉方式の適用事例
の効果

技術提案・交渉方式では，調査・設計段階から
施工者が参画し，設計へ関与するため，さまざま
な効果が期待できる。
施工者の技術提案活用効果に着目すると，通常

の総合評価落札方式では，目的物の変更や協議を
伴う提案を行うことは難しいが，技術提案・交渉
方式を適用すると施工者の独自技術を活用した提
案を行うことが可能である。また，社会条件・現
場制約条件を考慮した詳細かつ最適な施工計画の
立案ができ，実現性・確実性の高い設計が可能と
なるほか，施工者提案により，費用対効果や工期
短縮を検討した上で，最適な工法の選定も可能と
なる。
表－ 1は，施工者の技術提案効果が確認された
事例である。施工者の知見を生かすことで，施工
上の問題点の解決や周辺環境への影響の抑制，工
期短縮・工事費削減につながることが分かる。
また，設計変更や工期延期等のリスク低減につ

いては，調査・設計段階の技術協力期間中から施
工者が参画し設計照査を行うことで，関係機関協
議の円滑化や追加調査等による実施設計の精度向

上により，施工中の大幅な設計変更・工事一時中
止を抑制する等，リスクを事前に回避する効果が
期待できる。
実際に，追加地質調査により，支保構造や補助
工法を設計に反映することで，施工時のリスク発
現による変更リスクの軽減に効果があった事例
や，鉄道，電力会社・地元協議を技術協力期間中
に実施することにより，着工後は手戻りがなかっ
た工事があるなど，効果が確認されている。

3.　技術提案・交渉方式の課題の把握

先述のとおり，技術提案・交渉方式の適用によ
り，さまざまな効果が見られるが，現行制度の課
題の把握のため，技術提案・交渉方式適用工事の
受発注者にヒアリングを実施した。また，建設業
団体からの技術提案・交渉方式に対する意見等も
踏まえ，現行制度の課題を図－ 2のとおり整理し
た。課題は，工期・工費，業務の進め方・分担等，
受発注手続の負担等に関するものに分けられた。
これら受発注者からの意見等を踏まえ，国土交
通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用

表－ 1　施工者技術提案の効果
効果事例
・確実な工期施工，規制切替回数削減させる施工手順の
採用

・複数切羽，避難坑断面拡大，施工機械の高性能化・大
型化⇒施工期間を 1年以上短縮

・交差点内のRC橋脚を鋼製橋脚に変更し，上部構造と
同時に設置⇒交通規制緩和

・RC床版から鋼製床版へ構造変更し，多軸台車を用い
た一括架設による，交通規制日数短縮

・経済性に考慮した覆工厚の変更，AGF打設範囲の限
定

・地質調査結果や工法の比較評価を踏まえた掘削工法を
採用

・深層崩壊した危険箇所における無人化・自動化施工
・周辺環境への影響を最小限に抑えた施工ヤード計画
・将来の維持管理作業を見据えた工法の選定
・斜坑設置により，トンネル掘削の早期着手及び，道路
土工との並行作業を実現⇒全体工程の短縮，工事費削
減
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ガイドライン（以下，「ガイドライン」という）
について，短期・中長期の 2段階に分け改定する
こととした。すぐに対応可能な短期課題として
は，「技術提案・交渉方式の有効性が活かされな
い場合がある」ことや「受注前の負荷大」，「配置
予定技術者要件に設定されていない工種への変更
の対応」の 3点を検討した。

4.　技術提案・交渉方式運用ガイド
ライン改定内容

ガイドラインについては平成 27 年 6 月の策定
以降，技術提案・交渉方式適用工事での知見等を
踏まえ，計 2回の改定が行われているところであ
るが，表－ 2に示された課題に対応するため，今
回ガイドラインを改定するものと継続検討してい
くものに分類した。短期課題への対応（ガイドラ
インの主な改定予定内容）について次に述べる。

⑴　改定内容①　適用にあたっての留意点の明
記，適用工事事例の拡充（短期課題①への対応）
技術提案・交渉方式は，設計段階から施工者の
知見を取り入れることにより，プロセス改善や施
工者の技術提案活用効果等が期待できる方式であ
るが，周辺工事の影響や調整不足，技術協力業務
時の調査不足が起こり，工事一時中止，工期遅
延，工法の再検討が発生し，技術提案・交渉方式
のメリットを生かすことができない場合がある。
例えば，トンネル工事において隣接工区の工事
の遅れにより，一部施工着手ができず結局工期延
伸となった事例や，設備工事において技術提案・
交渉方式を適用したものの，本体工事の進捗の遅
れや工程の見通しが立たず，工事が一時中止にな
り技術提案・交渉方式の効果が薄れた事例があっ
た。
そのため技術提案・交渉方式の適用効果を最大
限生かせるよう，発注者が技術提案・交渉方式を
適用するにあたっての留意点をガイドラインに明
記することとした。
また，「技術提案・交渉方式に向く適用工事内

表－ 2　技術提案・交渉方式の主な課題への対応方針
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容を示してほしい」という意見に対しては，近年，
橋梁補修等の 10 億円以下の工事でも技術提案・
交渉方式の適用が進んでいることから，比較的小
規模な工事でも高度な技術力が必要な工事には技
術提案・交渉方式を積極的に適用検討できるよう，
橋梁補修に係る適用例等もガイドラインに記載す
るほか，これまでの技術提案・交渉方式適用工事
の知見をまとめた事例編を更新，拡充することと
した。これにより発注実務担当者の支援につなが
り，技術提案・交渉方式の適用拡大が期待できる。

⑵　改定内容②　競争参加者の受注前負荷軽減
（短期課題②への対応）
技術協力業務の受注業者選定のため，発注者が

示した技術提案テーマに対し，競争参加者は技術
提案を行うが，工期短縮と工費縮減を同時に求め
るといった相反する技術提案テーマや，検討事項
が広範囲な技術提案テーマが設定されることによ
り，競争参加者の負荷が大きい等の声もあった。

図－ 2は検討事項が広範囲な技術提案テーマの
設定例と，検討事項が限定され，課題が明確な技
術提案テーマの設定例を示している。
検討事項が広範囲な技術提案テーマの設定例で
は，大部分の作業で交通規制が必要な工事におい
て「交通規制期間短縮」としていたり，ほぼ全て
の工種を技術提案範囲に設定するなど，競争参加
者の立場では，提案する際に幅の広い検討や提案
をせざるを得ず，負担が生じていた。
一方で検討事項が限定され，課題が明確な技術
提案テーマの設定例では，課題としている対象物
や対象物の状態が明確であること，技術提案とし
て検討する項目が限定されており，競争参加者が
技術提案をする際にもフォーカスして効率的に検
討がされることで有効な提案がされやすく，受発
注者ともにメリットがある。
そのため，技術提案を求める範囲が広くなり過
ぎないよう留意する点や工期短縮と工費縮減を同
時に求めない点等を明記した。

図－ 2　  検討事項が広範囲な技術提案テーマの設定例と検討事項が限定されている，課題が明確な技術提案テーマ 
の設定例
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⑶　改定内容③　配置予定技術者要件に設定され
ていない工法等へ変更する際の取り扱いの明記
（短期課題③への対応）
技術提案・交渉方式適用工事において，設計業
務期間中における設計の検討の結果，施工内容が
当初配置予定技術者に求めた施工経験と異なる工
法に変更になった事例があった。
本事例においては，品質確保の観点から優先交
渉権者に対し，監理技術者以外の技術者に変更後
の工法の施工経験を有する者を別途配置するな
ど，組織として監理技術者をサポートさせること
で，工事の品質確保・施工の確実性の確保を図っ
た。
そのため今後，配置予定技術者に求める経験に
ついては，技術協力業務後の変更の可能性を踏ま
えて設定することや，技術協力業務段階で配置技
術者に求めた経験と異なる工法等が採用され，配
置技術者がその工法等の経験を有さない場合は，
その工法等の経験を有する者を交代，もしくは別
途配置することを求める旨を公示資料に記載する
ことをガイドラインに明記することとした。

5.　おわりに

技術提案・交渉方式は，施工時のリスク発現が
想定される場合や施工者の知見を活用する場合に
有効な手法であり，適用件数は増加しているが，
今回紹介したような課題もあり，国土交通本省等
と連携し適宜改善を図っているところである。
中長期的に継続検討するとされた課題について
も改善を図っていくべく，技術提案・交渉方式の
適用工事のフォローアップを継続するとともに，
技術提案適用にあたっての各発注機関の支援等も
引き続き行っていく予定である。
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